
　近年、日本では糖尿病など「生活習慣病」の有病者・予備群が増加しており、生活習慣病は、死亡原因で約３
分の２、全体の医療費で約３分の１を占めています。
　そこで、生活習慣病の予防・減少を図るため、40～74歳の方を対象に、メタボリックシンドロームに着目した
「特定健康診査」と、生活習慣改善に向けた「特定保健指導」が４月から始まります。特定健康診査と特定保健
指導を積極的に利用し、バランスの取れた食生活、適度な運動習慣を身に付けましょう。
※メタボリックシンドロームとは、内臓脂肪型肥満に加え、高血圧、脂質異常症、高血糖のいずれか２つ以上を
　持っている状態をいいます。

■特定健康診査・特定保健指導の実施主体
　特定健康診査・特定保健指導は、国民健康保険・社会保険・各共済組合などの各医療保険者が実施します。加
入されている健康保険証で、医療保険者をご確認ください。

○ 国民健康保険に加入している方：市庁舎本館国保医療課　国保係　℡0897－52－1447
○ 国保以外の医療保険に加入している方：加入されている医療保険者にお問い合わせください。問合せ

６カ月後、健康状態や生活習慣（改善状況）の確認を行います。

初回面接で、医師・保健師・管理栄養士などが対象者に合わせた
実践的なアドバイスなどを行います。

特定健康診査の受診結果に基づき、生活習慣改善の必要性に応じて３つの区分に自動的に分けられます。

「結果通知」が送付されます。

「特定健康診査受診券」が
送付されます。

健診結果の読み方、健康づく
りの具体的な方法など、生活
習慣の改善に必要な情報が送
られます。 自分自身で、生活習慣改善を実践

面接・電話などで生活習慣
改善を支援（３カ月以上）

【動機づけ支援】【情報提供】 【積極的支援】

「特定保健指導利用券」が
送付されます。

情報提供

申し込み

40～74歳の西条市国民健康保険被保険者

西条市国民健康保険

予　 約

総合健診「健康診査」を保健センターで受診
※受診の際に受診券と保険証が必要です。

個別健診「健康診査」を指定医療機関で受診
※受診の際に受診券と保険証が必要です。

どちらかを選択します。
詳しくは、健康カレンダーをご覧ください。

▼ 特定健康診査・特定保健指導の流れ（例：西条市国民健康保険の加入者）
平成20年４月から
国民健康保険の制度が一部変わります

○市庁舎本館国保医療課　国保係　℡0897－52－1447 
○各総合支所市民福祉課　市民保険係（東予）・市民生活係（丹原・小松）
※各総合支所の代表電話番号は22ページ上段に掲載していますので、お手数ですがそちらをご覧ください。

問合せ

○市庁舎本館国保医療課　医療係　℡0897－52－1212 
○各総合支所市民福祉課　市民保険係（東予）・市民生活係（丹原・小松）
※各総合支所の代表電話番号は22ページ上段に掲載していますので、お手数ですがそちらをご覧ください。

問合せ

② 退職者医療制度の対象年齢が変わります

④ 40～74歳の方へ③ 療養病床入院時の食費・居住費負担

① 70～74歳（自己負担割合１割）の方へ

　乳幼児医療費助成制度における「通院医療費」の対象年齢は４歳未満
でしたが、平成20年４月からは対象年齢が「小学校就学前まで」に拡大
されます。この拡大によって、出生時から小学校就学前までの保険診療
にかかる自己負担は、入院・通院共に全面無料化となります。
■助成の方法
　医療機関等で受診された際に、加入されている「医療保険証」と、乳
幼児医療費助成制度の「受給資格証」を提示することで助成を受けるこ
とができます。県外で受診された場合は、一度医療費を負担していただ
き、後日、担当課へ請求書（領収書添付）を提出していただきます。

　平成20年４月から、退職者医療に該当する方は、65歳
未満の方となります。
　65歳以上の方で、退職者医療（保険証の左上に「　」
と記載）に該当する方は、４月から一般被保険者となり
ます。
　退職被保険者から一般被保険者への資格変更手続きは
必要ありませんが、平成20年４月からは、３月にお送り
した新しい保険証で受診してください。

　40～74歳の方を対象とした「特定健康診査」「特定保
健指導」が始まります。
　西条市国民健康保険に加入している40～74歳の方へ、
４月に受診券を送付しますので、市が実施する「特定健
康診査」を受診してください。そのうちメタボリックシ
ンドロームの予備群・該当者として判定された方に対し
て「特定保健指導」が行われます。
※制度の概要については左のページを、特定健康診査の
　受診方法については健康カレンダーをご覧ください。

　療養病床（主に慢性期の疾患を扱う病床・病棟）に入
院したときの食費・居住費は、70歳以上の方と老人保健
に該当する方が対象でしたが、平成20年４月からは、対
象年齢が65歳以上のすべての方となります。
■食費・居住費の具体例（金額）
　一般世帯（住民税課税世帯）の場合
　食　費：１食当たり460円
　居住費：１日当たり320円

　70～74歳（自己負担割合１割）の方は、法改正によっ
て平成20年４月から医療機関等での自己負担割合が２割
になる予定でしたが、平成21年３月31日まで自己負担割
合が１割に据え置かれることになりました。
　また、支払った医療費の１カ月当たりの限度額（自己
負担限度額）についても従前のままです。
　なお、平成20年４月からは、３月にお送りした新しい
保険証で受診してください。

平成20年４月からは
小学校就学前まで：医療費全面無料化

今までは
４歳未満：通院費・入院費が無料
小学校就学前まで：入院費が無料

★平成20年４月から、65歳以上75歳未満の方の国民健康保険税を年金から天引きする「特別徴収」が始まります。
　特別徴収について詳しくは、市庁舎本館市民税課国保税係（℡0897－52－1274）へお問い合わせください。

○退
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